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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電材料で形成された圧電体を電極で挟持して構成された圧電素子と、
　前記圧電素子が接合された振動体と、
　前記圧電素子に交番電圧を印加する電源と、
を備え、前記電源による前記圧電素子への交番電圧の印加によって、前記振動体に振動を
発生させる振動発生装置であって、
　前記圧電素子は、交番電圧印加に伴なって共振周波数が高周波側に変化する圧電体によ
って構成され、
　前記圧電体は、チタン酸バリウム、チタン酸ビスマスナトリウム、チタン酸ビスマスカ
リウム、ニオブ酸カリウムナトリウムから選択されるいずれか１種の単体または２種以上
の固溶体を主成分とするＰｂ含有量が１０００ｐｐｍ以下の圧電材料で形成されており、
　振動発生装置は、前記電源の印加による交番電圧の周波数を制御する制御部を備え、
　前記制御部は、前記圧電素子へ印加された交番電圧の周波数を制御することにより、前
記圧電素子が有する共振周波数の変化範囲を包含する周波数範囲において、該圧電素子に
印加する交番電圧の周波数を低周波数側から高周波数側に逐次変化させる構成を有し、
　前記制御部は前記圧電素子の共振周波数の変化速度よりも大きくするように
　前記交番電圧の周波数の変化速度を制御することを特徴とする振動発生装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の振動発生装置を有し、該振動発生装置による振動によって異物を除去
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することを特徴とする異物除去装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の異物除去装置を有し、該異物除去装置によって光路上の異物を除去す
ることを特徴とする光学装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の振動発生装置を有するインクジェットヘッド。
【請求項５】
　請求項１に記載の振動発生装置を有する振動波モータ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動発生装置、その駆動方法、異物除去装置および光学装置に関し、特に、
インクジェットヘッド、振動波モータ等の各種の共振デバイスや、撮像装置及び光学装置
等の表面に付着する異物を振動により除去する異物除去装置等に利用できる技術に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　電気エネルギと機械エネルギを双方向に変換可能な圧電材料は、ソナー、センサー、ス
ピーカ等の種々のデバイスとして使用されている。
その中でも、電気－機械エネルギ変換素子により振動体に振動を励振し、１つ以上の固有
周波数で共振させて巨大な振動を発生させる振動発生装置は、各種の共振デバイスや異物
除去装置等として使用されている。
例えば、インクジェットヘッドや振動体に励振される振動によって移動体を駆動する振動
波モータ等の共振デバイスとして使用されている。
また、デジタルカメラなどの撮像装置及び光学装置に組み込まれる光学部品の表面に付着
する塵、埃、水滴等、光路を阻害するような異物を、振動により除去する異物除去装置等
として使用されている。
【０００３】
　これをインクジェットヘッドについて説明すると、インクジェットヘッドはつぎのよう
な部材で構成されたノズルが多数個設けられている。
すなわち、インクジェットヘッドのノズルは、インク吐出口と、前記インクが満たされて
いるインク室と、該インク室と前記吐出口とをつなぐノズル連通口と、電極を有する圧電
素子が接着された振動体、で構成され、このようなノズルが多数個設けられている。
そして、上記圧電素子に電圧を印加することで、該圧電素子に応力が発生し、これにより
インク室に圧力変動を発生させ、吐出口からインクを吐出させる。
また、デジタルカメラ等の表面に付着する異物を振動により除去する異物除去装置では、
振動体に固着した圧電素子に電圧を印加し、この圧電素子を駆動することにより振動体を
光軸方向つまり振動体の厚さ方向に変位させる弾性振動（以下、これを　面外振動：Ｆｌ
ｅｘｕｒａｌ　Ｖｉｂｒａｔｉｏｎと記す。）を発生させる。
異物除去装置では、この面外振動により振動体の表面に付着した異物を除去するように構
成されている。
また、振動波モータは、例えばカメラレンズの駆動用等にも応用されている。
このような振動波モータでは、金属製の振動体の下面に電極と圧電材料を接合して構成し
たステーターに交番電圧を印加し、これにより該振動体に発生した振動で、該ステーター
の上面に摩擦接触させたロータを回転駆動するように構成されている。
【０００４】
　これらの振動発生装置では、圧電逆効果によって発生する静的な変位量、変位速度は小
さいため、所望の変位量、変位速度を発生させるためには、大きな電圧が必要になる。
このような大きな電圧を得るため、駆動周波数を圧電素子が持っている固有周波数と一致
、またはほぼ一致させて駆動する方法が知られている。
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これにより、共振現象が発生し、低電圧でも振動体に大きな変位量、変位速度を引き起こ
すことが可能となり、駆動効率を向上させることができる。
このように共振現象を利用した振動発生装置は、共振デバイスと称されている。これらの
共振デバイスは、駆動中は常に共振周波数、もしくはその近傍の周波数で駆動することが
駆動効率の面で好ましい。
【０００５】
　しかし、環境温度の変化や負荷等により共振周波数は変動する。
そのため、環境の変化によらず常時一定周波数で共振させて駆動することは困難である。
このようなことから、特許文献１では、駆動時に確実に共振周波数を捉えるため、一定の
周波数領域を掃引する手段を用い、共振周波数での駆動を確実に実現し、安定した駆動を
行うようにした振動波モータ駆動装置が提案されている。
この特許文献１では、駆動周波数を高周波数から低周波数に向かって掃引することにより
、高い速度による駆動効率の向上が図られている。
また、特許文献２では、撮像素子へのゴミの付着を防止する防塵部材に振動を生じさせる
振動発生手段の圧電素子を圧電セラミックで構成したゴミ除去装置が提案されている。
そして、この特許文献２には、上記圧電素子を構成する圧電セラミックの材料として、チ
タン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ：ＰｂＺｒ1-xＴｉxＯ3）を用いることが、従来から知られ
ているということが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭６３－２４９４７７号公報
【特許文献２】特開２００８－２０６０１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、近年のＣＯ2による地球温暖化問題や原油価格の高騰化により、各種デバイ
スの高効率化が図られている。
そして、上記したインクジェットヘッドや異物除去装置、振動波モータ等の振動発生装置
、共振デバイスにより一層の高性能化・低コスト化が求められている。上記従来例の特許
文献１のものでは、高周波数から低周波数に向かって掃引することにより駆動効率の向上
が図られているが、圧電素子を形成するための具体的な圧電材料の組成について何も開示
されていない。
我々の鋭意によれば、圧電材料の種類によっては、必ずしも駆動周波数を高周波数から低
周波数に向かって掃引することで駆動効率の向上が図られるものではなく、上記した近年
の高性能化等の要請に応える上で、これらの圧電材料との関係で更なる改善が求められる
。
【０００８】
　一方、圧電素子の圧電体を形成するための圧電材料としては、特許文献４でも開示され
ているように、従来から上記したようにチタン酸ジルコン酸鉛を用いることが知られてい
る。特に、共振デバイスでは機械品質係数（Ｑｍ）が高くなるように材料設計されたチタ
ン酸ジルコン酸鉛を使用することが、従来から一般的に知られている。
しかしながら、共振デバイスの圧電材料としてチタン酸ジルコン酸鉛を用いた場合、つぎ
のような課題を有している。
共振デバイスにおいて、振動変位量は振動速度と駆動周波数の比で決まり、また、共振周
波数はヤング率と密度の比で決まる。
ここで、チタン酸ジルコン酸鉛の密度（アルキメデス法による密度）はおよそ７．５～８
．０×１０3ｋｇ／ｍ3で圧電材料の中では高く、ヤング率は６０～８０ＧＰａ程度で他の
圧電材料に比べて小さい。
つまり、チタン酸ジルコン酸鉛による場合、共振周波数は他の圧電材料に比べて小さく、
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その結果、たとえ同じ振動速度で振動させることができても、振動変位量に換算すると実
質的に小さいこととなる。
したがって、掃引による積算変位量も小さくなり、駆動効率が他の圧電材料に比べて悪く
なるという課題を有している。
【０００９】
　本発明は、上記課題に鑑み、圧電素子が従来のチタン酸ジルコン酸鉛による圧電材料を
用いて構成されたものに比べ、より一層の駆動効率の向上を図ることが可能となる振動発
生装置、その駆動方法、異物除去装置および光学装置の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、つぎのように構成した振動発生装置、その駆動方法、異物除去装置および光
学装置を提供するものである。
　本発明の振動発生装置は、
　圧電材料で形成された圧電体を電極で挟持して構成された圧電素子と、
　前記圧電素子が接合された振動体と、
　前記圧電素子に交番電圧を印加する電源と、
を備え、前記電源による前記圧電素子への交番電圧の印加によって、前記振動体に振動を
発生させる振動発生装置であって、
　前記圧電素子は、交番電圧印加に伴なって共振周波数が高周波側に変化する圧電体によ
って構成され、
　前記圧電体は、チタン酸バリウム、チタン酸ビスマスナトリウム、チタン酸ビスマスカ
リウム、ニオブ酸カリウムナトリウムから選択されるいずれか１種の単体または２種以上
の固溶体を主成分とするＰｂ含有量が１０００ｐｐｍ以下の圧電材料で形成されており、
　振動発生装置は、前記電源の印加による交番電圧の周波数を制御する制御部を備え、
　前記制御部は、前記圧電素子へ印加された交番電圧の周波数を制御することにより、前
記圧電素子が有する共振周波数の変化範囲を包含する周波数範囲において、該圧電素子に
印加する交番電圧の周波数を低周波数側から高周波数側に逐次変化させる構成を有し、
　前記制御部は前記圧電素子の共振周波数の変化速度よりも大きくするように
　前記交番電圧の周波数を変化させる速度を制御することを特徴とする振動発生装置であ
る。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、圧電素子が従来のチタン酸ジルコン酸鉛による圧電材料を用いて構成
されたものに比べ、より一層の駆動効率の向上を図ることが可能となる振動発生装置、そ
の駆動方法、異物除去装置および光学装置を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態の一例について説明する図であり、（ａ）は本発明の振動発生
装置を搭載した異物除去装置の構成を説明する概略図である。（ｂ）は異物除去装置の構
成を説明するブロック図である。
【図２】本発明の実施形態における振動発生装置を搭載した異物除去装置の振動の様子を
説明するための図である。
【図３】本発明の実施例１における振動発生装置を搭載した異物除去装置の周波数毎の振
動の様子を説明するための図である。
【図４】比較例３の異物除去装置の周波数毎の振動の様子を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明を実施するための形態について説明する。
なお、本実施形態の説明では異物除去装置について説明するが、本発明はこれに限定され
るものではない。
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例えば、振動波モータやインクジェットヘッド等、共振デバイスを用いるものであれば各
種の装置に適用可能である。
つぎに、本実施形態の一例として、異物除去装置の構成例について、図１を用いて説明す
る。
図１（ａ）は、本発明の振動発生装置を搭載した異物除去装置の構成を説明する概略図で
ある。
図１（ａ）に示すように本実施形態の異物除去装置１０は、振動体２０と圧電素子３０と
によって構成されている。
振動体２０は、後述する実施例１のように、例えば表面に付着する異物を振動により除去
する対象となる赤外線カットフィルタとしての機能を有するガラス板等で構成される。
圧電素子３０は、圧電材料によって板状に形成された圧電体３１の一方の板面（圧電体３
１の裏面側）に形成された第１の電極３２と、圧電体の他方の板面（圧電体３１の表面側
）に形成された第２の電極３３とにより挟持された構成を備えている。
その際、本実施形態の圧電素子は、交番電圧印加に伴なって共振周波数が高周波側に変化
する圧電体によって構成されている。圧電材料の具体例については後述する。
また、圧電素子３０に電力を供給するためのフレキシブルケーブル９０と、交番電圧の周
波数を逐次変化させながら出力することが可能な電源装置１００を含む駆動回路（図１（
ｂ））とを備える。
【００１４】
　図１（ｂ）のブロック図を用いて、本発明の異物除去装置の構成を説明する。電源装置
１００は、メモリ１１１を備えた制御部１１０と、バッテリー１２０から構成されている
。
異物除去装置１０はフレキシブルケーブル９０を介して電源装置１００内の制御部１１０
と接続されている。
この制御部１１０は、バッテリー１２０より発生した交番電圧の周波数を制御する構成を
備える。
すなわち、制御部は圧電素子３０へ印加された交番電圧の周波数を制御することにより、
圧電素子３０が有する共振周波数の変化範囲を包含する周波数範囲において、圧電素子３
０の共振周波数を低周波数側から高周波数側に逐次変化させるように構成されている。
この周波数の変化範囲は、メモリ１１１にあらかじめ記録された情報を参照して決定され
る。
ここで、交番電圧とは、時間とともに周期的に振幅が変化する電圧を表し、正弦波や矩形
波、三角波でも良く、また、全体にオフセット電圧が印加されていても良い。
また、周波数を逐次変化させるとは、出力する交番電圧の周波数が一定の周波数領域で、
低周波数から始まり高周波数で終了していれば良く、途中で高周波数から低周波数へ戻る
工程を含んでも良い。
【００１５】
　第１の電極３２と第２の電極３３は、圧電材料によって板状に形成された圧電体３１の
板面に対向して配置されている。図１（ａ）では第２の電極３３が配置された圧電体３１
の反対側の板面側から、第１の電極３２の端部が第２の電極面３５側に回り込んで電極面
３５に接着されている状態が示されている。
ここで、電極面とは電極が設置されている圧電体３１の面を指している。
このように第１の電極３２が第２の電極面３５に回り込むようにすることで、フレキシブ
ルケーブル９０と単一面で接着可能な構造とすることができる。
電極で挟持された圧電体３１で形成た圧電素子３０は、振動体２０の板面の例えば両端部
に固着されて接合されており、圧電素子３０の分極方向は板面と垂直方向に分極処理され
ている。
ここで挟持とは、圧電素子に交番電圧が印加される領域が少なくとも存在することを意味
するもので、交番電圧が印加されない領域の有無にはよらない。
【００１６】



(6) JP 5693081 B2 2015.4.1

10

20

30

40

50

　以下に示す例では、全ての圧電素子３０は、板面と垂直方向に分極処理されており、圧
電素子３０の分極ベクトルの平均は振動体に向かう方向を向いている。例えば、デジタル
カメラ本体に組み込まれている電源装置からフレキシブルケーブル９０を通じて電極に一
定領域の周波数範囲で交番電圧を掃引して出力する電力を供給する。そして、圧電素子３
０に発生する応力により、前記振動体２０を変形させて面外振動を発生させる。
本発明の異物除去装置１０は、図１に示された２つの圧電素子３０を、位相差を変えて駆
動させることで、振動モードの異なる振動を周期的に発生させて板面全体を面外振動させ
、この振動により振動体２０の表面に付着した異物を除去する装置である。
ここで振動モードとは、振動体が共振する姿態を表すもので、複数の節部や腹部をもつ複
次の定在波や、節部や腹部がある時間に対し振動体の長さ方向に移動する搬送波を振動体
の面外振動により作り出すことができる。
【００１７】
　つぎに、図２を用いて本実施形態における振動発生装置を搭載した異物除去装置の振動
の様子を説明する。
図２は、図１中の一点鎖線によるＡ－Ａ断面の模式図（電極、フレキシブルケーブルは不
図示）であり、異物除去装置１０の振動原理を説明する図である。
図２の上図は、左右一対の圧電素子３０に位相差がほぼ０°である同位相の交番電圧を印
加し振動体２０に面外振動を発生させた状態を表しており、異物除去装置１０は９次の振
動モードで駆動している。
図２の下図は、左右一対の圧電素子３０に位相差がほぼ１８０°である逆位相の交番電圧
を印加し振動体２０に８次の振動モードで面外振動を発生させた状態を表している。
本実施形態の異物除去装置１０は、このように少なくとも２つの振動モードを効果的に使
い分けることで振動体の表面に付着した異物をより効率的に除去できる。
ただし、使用する振動モードの数や次数は、振動発生装置を使用する目的、形態によって
異なり、例えばインクジェットヘッドでは所望の吐出性能（吐出速度、吐出量）が実現で
きるように選べば良い。
また、振動波モータでは所望の回転性能（トルク、回転数）が得られるように選べば良い
。
【００１８】
　本実施形態の圧電素子３０は交番電圧の印加に伴って、共振周波数が低周波数から高周
波数へと変化する。
該圧電素子３０を搭載した異物除去装置１０では、低周波数から高周波数へと変化させる
。その際、駆動周波数が共振周波数より高くなった後でも共振周波数は掃引方向に変化し
続ける。
このため、振動変位量の減衰が小さく積算変位量が大きくなる。
ここで、積算変位量とは、交番電圧を低周波数から高周波数へ変化させたときに、時間と
共に変化する振動変位量を時間毎に足したものである。
さらに、交番電圧を低周波数から高周波数へと変化させたときに、駆動周波数が共振周波
数と同じとなる掃引も可能である。この場合、常に共振周波数付近の高い振動変位量が得
られ、やはり積算変位量は大きくなる。
ここで、掃引する周波数範囲に、前記振動モードとは別の振動モードの共振周波数を複数
含んでいても良く、例えば積算変位量が最大となるような周波数範囲を選択することが望
ましい。
一般に、いろいろな大きさの異物をより多く除去するためには、掃引の際の積算振動変位
量が大きいことが有利である。
【００１９】
　ここで、交番電圧を低周波数から高周波数へ変化させるときは、途中で周波数が低周波
数側へ戻る工程を含んでいても本発明の効果は得られる。
好ましくは一定速度で高周波数へ変化させることが良く、さらに好ましくは共振周波数付
近で速度を一定時間停止、もしくは低下させると尚良い。
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ここで、駆動周波数を掃引する周波数の範囲は、１Ｈｚ以上、１×１０6Ｈｚ以下とする
。
さらに、使用する振動モードの周波数を周波数の低い順にＦ１、Ｆ２、Ｆ３、・・・、Ｆ
ｔとすると、つぎのような周波数範囲で掃引することが好ましい。
すなわち、ｔ＝１の場合はＦ１－Ｆ１÷２以上、Ｆ１＋Ｆ１÷２以下の周波数範囲で掃引
することが好ましい。
また、ｔ≠１の場合は、Ｆ１－（Ｆｔ－Ｆ１）÷ｔ以上、Ｆｔ＋（Ｆｔ－Ｆ１）÷ｔ以下
の周波数範囲で掃引することが好ましい。
ただし、この範囲は少なくとも１つ以上の振動モードの共振周波数が変化する範囲を包含
していれば良く、その範囲であれば狭い程、駆動効率が良い。
ここで、共振周波数が変化する範囲とは、実際に使用する電圧で駆動したときに変化する
範囲である。振動発生装置の使用形態によって異なるため、例えば予めレーザードップラ
ー振動計と波形発生器等で駆動周波数を制御しながら振動変位を測定することで得られる
。
【００２０】
　本発明の圧電体３１に用いることができる圧電材料として、つぎのような圧電材料が挙
げられる。
例えば、チタン酸バリウム、チタン酸ビスマスナトリウム、チタン酸ビスマスカリウム、
ニオブ酸カリウムナトリウムから選択されるいずれか１種の単体または２種以上の固溶体
を主成分とする圧電材料が挙げられる。
このような材料は、チタン酸ジルコン酸鉛と比較して、ヤング率と密度の比が大きいため
共振周波数が高くなり、これにより共振駆動時における振動速度が大きくなり異物除去率
を向上させることが可能となる。
ここで、より好ましくはヤング率が大きくなることによって、前記ヤング率と密度の比が
大きくなることである。
一般に、ヤング率が大きい材料はＱｍが大きく、共振時の振動変位量、変位速度が大きく
なるため、より異物除去率が向上する。より好ましくはヤング率が１００ＧＰａ以上であ
り、１５０ＧＰａ以下である。
また、ここでの密度とはアルキメデス法等で測定した実測密度を表しており、理論密度に
対する比率は９０．０％以上９９．９％以下が好ましく、より好ましくは９５．０％以上
９９．９％以下である。
理論密度に対する比率が小さい圧電材料は、空孔率が大きいため駆動した際に空孔部が大
きく変形してしまう。
これにより、圧電素子に発生した応力差が吸収され、所望の振動変位量が得られなくなり
、高い駆動効率が得られなくなる。
さらに、このような材料は例えば１００μｍ程度、もしくはこれを超えるような大きい異
物に与える力積は大きくなり、除去しやすい。
【００２１】
　ここで、上記圧電材料が、前記チタン酸バリウム等の鉛を使用しない圧電材料を主成分
とする場合、副成分に鉛やチタン酸ジルコン酸鉛を構成する元素を含んでいても、交番電
圧印加に伴なって共振周波数が高周波数側に変化する圧電材料であればよい。
好ましくは、混合後の密度がチタン酸ジルコン酸鉛よりも小さく、かつヤング率がチタン
酸ジルコン酸鉛よりも大きい圧電材料を使用することで同様の効果は得られる。
現在各種デバイスに用いられている圧電素子には鉛を含有するチタン酸ジルコン酸鉛、ま
たは鉛を多量に含有する圧電材料が多く用いられている。
しかし、チタン酸ジルコン酸鉛のような鉛を多量に含有する圧電素子は一旦廃却され酸性
雨を浴びたりする場合、圧電材料中の鉛成分が土壌に溶け出し生態系に害を成す可能性が
指摘されている。
そこで、環境に配慮するため、本実施形態の異物除去装置１０に使用される圧電材料に含
まれるＰｂの量は、限りなく少ない事が好ましい。
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例えば、圧電体３１を形成する圧電材料のＰｂ含有量が１０００ｐｐｍ以下であるチタン
酸バリウム等を主成分とする圧電セラミックスであることが好ましい。Ｐｂ含有量が１０
００ｐｐｍ以下であれば、例えば異物除去装置が廃却され酸性雨を浴びたり、過酷な環境
に放置されたりしても、圧電材料中の鉛成分が環境に悪影響を及ぼす可能性は低い。
また、このような材料で前記ヤング率の圧電材料を用いることが望ましい。
【００２２】
　また、本実施形態の振動発生装置を駆動させる交番電圧の変化速度は、共振周波数の変
化よりも速いことが好ましい。掃引速度が共振周波数の変化よりも速いことで、共振周波
数での駆動を確実に行なうことが出来るため、極大変位量で異物除去装置を駆動させる駆
動方法を実現することができる。
ここで、交番電圧の変化速度は掃引している間に共振周波数の変化速度よりも遅くなる時
間が一定時間以上あっても良く、１回の掃引終了時の交番電圧の周波数が、共振周波数よ
りも高ければ良い。
好ましくは、掃引している時間に共振周波数が変動する範囲が掃引する周波数範囲の１０
＾（－５）倍以上、１倍以下とする、さらに好ましくは掃引する周波数範囲の１０＾（－
３）倍以上、１倍以下とする。これらにより、常に共振周波数付近での駆動が可能となる
ため、積算振動量が大きくなり、駆動効率が向上する。
【００２３】
　つぎに、図１で示される本実施形態の異物除去装置１０の作製方法について説明する。
上記圧電材料による圧電体３１の作製方法は、特に限定されないがその一例について説明
する。
最初に、所望の組成に調整した圧電セラミックス粉末に分散剤等の焼結助剤を加え、高密
度の焼結体にするのに必要な圧力でプレス成形して圧電セラミックス成形体を作製する。
ここで、プレス成形のみで必要な圧力が得られない場合はＣＩＰ（冷間等方圧プレス：Ｃ
ｏｌｄ　Ｉｓｏｓｔａｔｉｃ　Ｐｒｅｓｓ）などにより所望の圧力を加えても良い。
また、プレス成形せずに最初からＣＩＰ等で圧電セラミックスの成形体インゴットを作製
しても良い。
次に、圧電セラミックス成形体を焼成して圧電セラミックス焼結体を作製する。焼成は所
望の圧電セラミックスに最適な方法を選択すればよく、なお、必要であれば焼成前に圧電
セラミックス成形体を所望の形状に加工しても構わない。
次に、作製した圧電セラミックス焼結体を所望の寸法に研削加工して直方体の圧電セラミ
ックス（圧電体）を作製する。
その後、銀ペーストの焼き付けやＡｕスパッタリング、Ａｕめっき等により、図１に示す
第１の電極３２と第２の電極３３を形成して圧電素子を得る。
次に、圧電体３１のキュリー温度もしくは脱分極温度未満で、５分～１０時間、空気中も
しくはシリコンオイル等の不燃性のオイル中、０．５～５．０ｋＶ／ｍｍの電界を直流電
圧で印加することで分極処理をする。
以上のように、本実施形態の圧電素子３０は、このような作製の過程で事前に分極処理を
しておくことが好ましいが、必須ではない。
【００２４】
　次に、電極に挟持された圧電体３１に形成された圧電素子３０を例えば２つ用意し、所
望の寸法に加工された振動体２０に固着して接合する。電極に挟持された圧電体３１は、
第１の電極面（不図示）が振動体２０の板面の端部に配置されるようにする。
前記圧電材料と振動体は例えばエポキシ樹脂系接着剤などで固着することが出来る。
接着剤は異物除去装置１０の使用温度域での接着性や異物除去装置１０の機械品質係数Ｑ
ｍを損なわないものを選択することが好ましい。
また、圧電素子３０は既に分極処理がなされた後であるため、接着温度は圧電体３１のキ
ュリー温度もしくは脱分極温度未満であることが好ましい。
さらに、この圧電素子３０の第２の電極面３５にフレキシブルケーブル９０を接着する。
この時、フレキシブルケーブルの接地用配線と駆動用配線が、第１の電極と第２の電極の
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それぞれに独立して接続されるように位置決めして接着する。この時も、接着温度は圧電
体３１のキュリー温度もしくは脱分極温度未満であることが好ましい。
以上に述べた分極処理を行なう工程、振動体に固着する工程、フレキシブルケーブルを接
着する工程は、前記順番で行う必要は無い。
例えば、分極処理工程が最後であれば、振動体に固着する工程とフレキシブルケーブルを
接着する工程は圧電体３１のキュリー温度もしくは脱分極温度以上であっても良い。
このフレキシブルケーブルに周波数掃引可能な電源装置を含む駆動回路に接続することで
、異物除去装置１０を作製できる。
【００２５】
　以上、本発明の異物除去装置及びその作製方法について説明したが、本発明はこのよう
な異物除去装置に限定されるものではない。
例えば、これら以外に、インクジェットヘッド、ビデオデジタルカメラ、複写機、ファク
シミリ、スキャナ等の各種共振デバイスにも適用することができる。また、異物は主に固
形物であるが、液体、蒸気、気体を問わず除去手段もしくは移動、伝播手段、として使用
することもできる。
【実施例】
【００２６】
　以下に、本発明の異物除去装置の構成を適用した実施例について説明するが、本発明は
、以下の実施例によって何ら限定されるものではない。
［実施例１］
　実施例１として、圧電材料としてチタン酸バリウムの単体を主成分とした圧電素子の作
製方法について説明する。
実施例では、平均粒径１００ｎｍであるチタン酸バリウム粒子（堺化学社製、商品名ＢＴ
－０１（登録商標））と酢酸マンガン（ＩＩ）の混合粉体に、バインダーとして濃度５質
量％のポリビニルアルコール水溶液を添加して圧電材料を作製した。
添加量はポリビニルアルコール水溶液中のポリビニルアルコールが混合粉体に対し３質量
％とした。
さらに、この混合溶液に分散剤（サンノプコ社製、商品名ＳＮ－ディスパーサント５０２
０（登録商標））を濃度５質量％となるように添加した。
この混合溶液をスプレードライヤー装置を用いて造粒した。作製した造粒粉体を、４５．
０×７．０ｍｍの金型内に１．６ｇ充填し、２００ＭＰａの圧力で一軸成形した。
次に、この成形体を電気炉で空気雰囲気中１３８０℃で２時間焼成した。昇温速度は１０
℃／分とし、途中６００℃で３時間保持し、上記圧電材料による圧電体を作製した。
得られた圧電体の寸法は３６．４（一辺）×５．７５（他辺）×１．６（厚み）ｍｍであ
り、アルキメデス法により密度を測定したところ、密度は５．９×１０3ｋｇ／ｍ3であり
、理論密度に対する相対密度は９８％であった。
また、ヤング率は１０１ＧＰａであった。
【００２７】
　次に、分極処理後の圧電体を３６．４×５．７５×０．２５ｍｍに研削加工した。
そして、このように加工された圧電体の上記３６．４×５．７５ｍｍの２つの面にＤＣマ
グネトロンスパッタリングでＴｉ、Ａｕの順でそれぞれ３０ｎｍ、３８０ｎｍ厚さの第１
の電極および第２の電極をパターン形成した。
次に、これを３３．３（縦幅）×４．０（横幅）×０．２５（厚み）ｍｍに切断加工し圧
電素子を形成した。
次に、上記圧電素子の上記３３．３×４．０ｍｍの２つの面間に１ｋＶ／ｍｍの電界がか
かるように、直流電源を用いてシリコンオイル中で分極処理を行った。オイル温度は１０
０℃、印加電界は１ｋＶ／ｍｍ、電圧印加時間は１００℃で３０分とした。
【００２８】
　次に、前述のＤＣマグネトロンスパッタリングでＴｉ、Ａｕの順で回り込み電極をパタ
ーン形成することで、第１の電極面の第１の電極と第２の電極面の第２の電極とを圧電素
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子の片方の面を介して短絡させた。
ここで、圧電素子の横幅は本実施形態では４．０ｍｍで作製したが、利用する振動モード
によって最適な長さは異なり、（圧電素子間の距離）×２÷（振動モードの次数）の７０
％～９０％が駆動効率の面で好ましい。
【００２９】
　本実施例の圧電素子を、光学装置における赤外線カットフィルタとしての機能を有する
ガラス板に接着し、光路上の異物を除去する異物除去装置を作製した。具体的には、本実
施例の圧電素子を、振動体を構成する５０（１辺）×３３（他辺）×１（厚さ）ｍｍのガ
ラス板の３３ｍｍの辺の片側に沿ってエポキシ樹脂系の接着剤で接着し、光学装置におけ
る異物除去装置を作製した。
次に、作製した異物除去装置において、８次、９次の振動モードが発生する共振周波数を
知るために、つぎのようにインピーダンス値の変化を測定した。
すなわち、インピーダンスアナライザーを用いて第１の電極と第２の電極に対し、同相と
逆相それぞれの場合で０．５Ｖの低電圧により周波数を変化させたときのインピーダンス
値の変化を測定した。
また、振動モードの次数を知るために、レーザードップラー振動計（グラフテック社商品
名：ＡＴ７２００）により、ガラス板の長手方向に走査しながら、振動変位量が極大値と
極小値となる腹の数を数えることで計測した。
その結果、同相駆動で周波数３５ｋＨｚにてインピーダンスが極小となり、９次の振動モ
ードが現れた。また、逆相駆動で８次の振動モードが周波数３０ｋＨｚで極小となった。
また、共振周波数の変動速度よりも掃引速度を速くするため、掃引速度は同相駆動も逆相
駆動も毎回の掃引時に極大値を持つように設定した。
共振周波数を駆動周波数が追い抜いているため、振動変位量は極大値をとる。
【００３０】
　本実施例においては、共振周波数の変動速度は１Ｈｚ／秒以上１ｋＨｚ／秒以下であっ
たため、同相駆動も逆相駆動も掃引速度は１０ｋＨｚ／秒で一定速度とした。
ここで、本発明による異物除去装置と効果を比較するために、ゴミに類似したポリプロピ
レン製ビーズを大きさ別に直径１μｍ、１０μｍ、１００μｍの３種類を用意した。
この３種類のビーズを全てガラス板に付着させて、掃引駆動を行った後、光学顕微鏡で撮
影した画像によりガラス板に残ったビーズの数を数えることでビーズの除去率を計測した
。
このとき、低電圧駆動での異物除去性能を確認するために、通常使用する駆動電圧よりも
７割の駆動電圧により掃引駆動を行なった。
掃引する周波数の範囲は、｛（８次の振動モードが発生する周波数）＋（９次の振動モー
ドが発生する周波数）｝／２を中心とする１０ｋＨｚの幅の周波数とし、同相と逆相にて
掃引駆動を一定時間繰り返した。
その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したときの
周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
【００３１】
　このレーザードップラー変位計にて計測した結果を図３に示す。
図３に示されるように、駆動周波数を掃引すると共に、共振周波数付近（図中Ｂの領域）
で急激に振動変位量が増加した。
また、共振周波数を過ぎた後、共振周波数から離れて高周波数へ掃引しても振動変位量が
それ程減衰せずに推移したため（図中Ｃの領域）、掃引時の振動変位量の積算変位量が大
きくなることが分かる。
また、逆相で駆動したときの振動変位量も同様の傾向であった。また、１度の掃引で共振
周波数が変動する範囲は、掃引する周波数範囲の１０＾（－２）倍あった。
ビーズの除去率を測定した結果、本実施例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：９６％
、１０μｍのビーズ：９８％、１００μｍのビーズ：９９％であった。
【００３２】
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　　［実施例２］
　実施例２として、圧電材料にチタン酸ビスマスナトリウムの単体を主成分とした圧電素
子の作製方法について説明する。
本実施例では、９４（Ｂｉ、Ｎａ）ＴｉＯ3－６ＢａＴｉＯ3で表される圧電材料を作製し
た。
この圧電材料の作製工程以外のその他の工程は、実施例１と同様の方法で異物除去装置を
作製した。
ただし、スプレードライで造粒する粉は、Ｂｉ2Ｏ3、Ｎａ2ＣＯ3、ＴｉＯ2、ＢａＣＯ3を
所望の組成比になるように混合し、アルミナるつぼに入れて７００℃で５時間の仮焼によ
り得ることが出来た。
また、焼成温度は１０５０℃で２時間焼成し、途中２００℃で１０時間保持した。
以上の工程により作製した３３．３×４．０×０．２５ｍｍの圧電素子により、異物除去
装置を作製した。
焼成した９４（Ｂｉ、Ｎａ）ＴｉＯ3－６ＢａＴｉＯ3の圧電材料により得られた圧電体を
アルキメデス法により密度を測定したところ、密度は５．８×１０3ｋｇ／ｍ3であり、理
論密度に対する相対密度は９７％であった。また、ヤング率は１２２Ｇｐａであった。
【００３３】
　次に、作製した異物除去装置において、８次、９次の振動モードが発生する共振周波数
を知るために、つぎのようにインピーダンス値の変化を測定した。
すなわち、インピーダンスアナライザーを用いて第１の電極と第２の電極に対し、同相と
逆相それぞれの場合で０．５Ｖの低電圧により周波数を変化させたときのインピーダンス
値の変化を測定した。
また、振動モードの次数を知るために、レーザードップラー振動計（グラフテック社商品
名ＡＴ７２００）により、ガラス板の長手方向に走査しながら、振動変位量が極大値と極
小値となる腹の数を数えることで計測した。
その結果、同相駆動で周波数４０ｋＨｚにてインピーダンスが極小となり、９次の振動モ
ードが現れた。
また、逆相駆動で８次の振動モードが周波数３６ｋＨｚで極小となった。
また、共振周波数の変動速度よりも掃引速度を速くするため、掃引速度は同相駆動も逆相
駆動も毎回の掃引時に極大値を持つように設定した。
共振周波数を駆動周波数が追い抜いているため、振動変位量は極大値をとる。
本実施例においては、共振周波数の変動速度は１Ｈｚ／秒以上１ｋＨｚ／秒以下であった
ため、同相駆動も逆相駆動も掃引速度は１０ｋＨｚ／ｓとした。
【００３４】
　ここで、本発明による異物除去装置と効果を比較するために、ゴミに類似したポリプロ
ピレン製ビーズを大きさ別に直径１μｍ、１０μｍ、１００μｍの３種類を用意した。
この３種類のビーズを全てガラス板に付着させて、掃引駆動を行った後、光学顕微鏡で撮
影した画像によりガラス板に残ったビーズの数を数えることでビーズの除去率を計測した
。
このとき、低電圧駆動での異物除去性能を確認するために、通常使用する駆動電圧よりも
７割の駆動電圧により掃引駆動を行なった。
掃引する周波数の範囲は、｛（８次の振動モードが発生する周波数）＋（９次の振動モー
ドが発生する周波数）｝／２を中心とする１０ｋＨｚの幅の周波数とし、同相と逆相にて
掃引を一定時間繰り返した。
【００３５】
　その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したとき
の周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
その結果、実施例１と同様に共振周波数付近で急激に振動変位量が増加した。
また、共振周波数を過ぎた後、共振周波数から離れて高周波数へ掃引しても振動変位量が
それ程減衰せずに推移したため、掃引時の振動変位量の積算変位量が大きくなることが分
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かる。
また、逆相で駆動したときの振動変位量も同様の傾向であった。
ビーズの除去率を測定した結果、本実施例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：９５％
、１０μｍのビーズ：９７％、１００μｍのビーズ：９８％であった。
【００３６】
　　［実施例３］
　実施例３として、圧電材料としてチタン酸ビスマスナトリウム、チタン酸ビスマスカリ
ウムの固溶体を主成分とした圧電素子の作製方法について説明する。
本実施例では、８８（Ｂｉ、Ｎａ）ＴｉＯ3－８（Ｂｉ、Ｋ）ＴｉＯ3－４ＢａＴｉＯ3で
表される圧電材料を用いた圧電素子を作製した。
この圧電素子の作製工程以外のその他の工程は、実施例１と同様の方法で異物除去装置を
作製した。
ただし、スプレードライで造粒する粉は、Ｂｉ2Ｏ3、Ｎａ2ＣＯ3、ＴｉＯ2、ＢａＣＯ3、
Ｋ2ＣＯ3を所望の組成比になるように混合し、アルミナるつぼに入れて８５０℃で５時間
の仮焼により得ることが出来た。
また、焼成温度は１１００℃で２時間焼成し、途中６００℃で１０時間保持した。
以上の工程により作製した３３．３×４．０×０．２５ｍｍの圧電素子により、異物除去
装置を作製した。
なお、本実施例では、上記焼成により得られた上記圧電材料にる圧電体は、アルキメデス
法により密度を測定したところ、密度は５．９×１０3ｋｇ／ｍ3であった。また、ヤング
率は１１９Ｇｐａであった。
【００３７】
　次に、作製した異物除去装置において、８次、９次の振動モードが発生する共振周波数
を知るために、つぎのようにインピーダンス値の変化を測定した。
すなわち、インピーダンスアナライザーを用いて第１の電極と第２の電極に対し、同相と
逆相それぞれの場合で０．５Ｖの低電圧により周波数を変化させたときのインピーダンス
値の変化を測定した。
また、振動モードの次数を知るために、レーザードップラー振動計（グラフテック社商品
名ＡＴ７２００）により、ガラス板の長手方向に走査しながら、振動変位量が極大値と極
小値となる腹の数を数えることで計測した。
その結果、同相駆動で周波数４３ｋＨｚにてインピーダンスが極小となり、９次の振動モ
ードが現れた。
また、逆相駆動で８次の振動モードが周波数３８ｋＨｚで極小となった。
また、共振周波数の変動速度よりも掃引速度を速くするため、掃引速度は同相駆動も逆相
駆動も毎回の掃引時に極大値を持つように設定した。
共振周波数を駆動周波数が追い抜いているため、振動変位量は極大値をとる。
本実施例においては、共振周波数の変動速度は１Ｈｚ／秒以上１ｋＨｚ／秒以下であった
ため、同相駆動も逆相駆動も掃引速度は１０ｋＨｚ／ｓとした。
【００３８】
　ここで、本発明による異物除去装置と効果を比較するために、ゴミに類似したポリプロ
ピレン製ビーズを大きさ別に直径１μｍ、１０μｍ、１００μｍの３種類を用意した。
この３種類のビーズを全てガラス板に付着させて、掃引駆動を行った後、光学顕微鏡で撮
影した画像によりガラス板に残ったビーズの数を数えることでビーズの除去率を計測した
。
このとき、低電圧駆動での異物除去性能を確認するために、通常使用する駆動電圧よりも
７割の駆動電圧により掃引駆動を行なった。
掃引する周波数の範囲は、｛（８次の振動モードが発生する周波数）＋（９次の振動モー
ドが発生する周波数）｝／２を中心とする１０ｋＨｚの幅の周波数とし、本例では９９．
５ｋＨｚから１１９．５ｋＨｚで、同相と逆相にて掃引を一定時間繰り返した。
【００３９】
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　その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したとき
の周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
その結果、実施例１と同様に共振周波数付近で急激に振動変位量が増加した。
また、共振周波数を過ぎた後、共振周波数から離れて高周波数へ掃引しても振動変位量が
それ程減衰せずに推移したため、掃引時の振動変位量の積算変位量が大きくなることが分
かる。
また、逆相で駆動したときの振動変位量も同様の傾向であった。ビーズの除去率を測定し
た結果、本実施例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：９５％、１０μｍのビーズ：９
７％、１００μｍのビーズ：９８％であった。
【００４０】
　［実施例４］
　実施例４として、圧電材料にニオブ酸カリウムナトリウムの単体を主成分とした圧電素
子の作製方法について説明する。
本実施例では、（Ｋ、Ｎａ）ＮｂＯ3で表される圧電材料を用いた圧電素子を作製した。
この圧電素子の作製工程以外のその他の工程は、実施例１と同様の方法で異物除去装置を
作製した。
ただし、スプレードライで造粒する粉は、Ｎａ2ＣＯ3、Ｋ2ＣＯ3、Ｎｂ2Ｏ5を所望の組成
比になるように混合し、アルミナるつぼに入れて８５０℃で５時間の仮焼により得ること
が出来た。
また、焼成温度は１２００℃で２時間焼成し、途中６００℃で１０時間保持した。以上の
工程により作製した３３．３×４．０×０．２５ｍｍの圧電材料により、異物除去装置を
作製した。
なお、本実施例では、上記焼成により得られた上記圧電材料にる圧電体は、アルキメデス
法により密度を測定したところ、密度は４．０１×１０3ｋｇ／ｍ3であり、理論密度に対
する相対密度は８９％であった。また、ヤング率は１４０Ｇｐａであった。
【００４１】
　次に、作製した異物除去装置において、８次、９次の振動モードが発生する共振周波数
を知るために、つぎのようにインピーダンス値の変化を測定した。
すなわち、インピーダンスアナライザーを用いて第１の電極と第２の電極に対し、同相と
逆相それぞれの場合で０．５Ｖの低電圧により周波数を変化させたときのインピーダンス
値の変化を測定した。
また、振動モードの次数を知るために、レーザードップラー振動計（グラフテック社商品
名ＡＴ７２００）により、ガラス板の長手方向に走査しながら、振動変位量が極大値と極
小値となる腹の数を数えることで計測した。
その結果、同相駆動で周波数４５ｋＨｚにてインピーダンスが極小となり、９次の振動モ
ードが現れた。
また、逆相駆動で８次の振動モードが周波数４０ｋＨｚで極小となった。
また、共振周波数の変動速度よりも掃引速度を速くするため、掃引速度は同相駆動も逆相
駆動も毎回の掃引時に極大値を持つように設定した。
共振周波数を駆動周波数が追い抜いているため、振動変位量は極大値をとる。
本実施例においては、共振周波数の変動速度は１Ｈｚ／秒以上１ｋＨｚ／秒以下であった
ため、同相駆動も逆相駆動も掃引速度は１０ｋＨｚ／ｓとした。
【００４２】
　ここで、本発明による異物除去装置と効果を比較するために、ゴミに類似したポリプロ
ピレン製ビーズを大きさ別に直径１μｍ、１０μｍ、１００μｍの３種類を用意した。
この３種類のビーズを全てガラス板に付着させて、掃引駆動を行った後、光学顕微鏡で撮
影した画像によりガラス板に残ったビーズの数を数えることでビーズの除去率を計測した
。
このとき、低電圧駆動での異物除去性能を確認するために、通常使用する駆動電圧よりも
７割の駆動電圧により掃引駆動を行なった。
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掃引する周波数の範囲は、｛（８次の振動モードが発生する周波数）＋（９次の振動モー
ドが発生する周波数）｝／２を中心とする１０ｋＨｚの幅の周波数とし、同相と逆相にて
掃引を一定時間繰り返した。
【００４３】
　その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したとき
の周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
その結果、実施例１と同様に共振周波数付近で急激に振動変位量が増加した。
また、共振周波数を過ぎた後、共振周波数から離れて高周波数へ掃引しても振動変位量が
それ程減衰せずに推移したため、掃引時の振動変位量の積算変位量が大きくなることが分
かる。
また、逆相で駆動したときの振動変位量も同様の傾向であった。また、１度の掃引で共振
周波数が変動する範囲は、掃引する周波数範囲の１０＾（－５）倍であった。
ビーズの除去率を測定した結果、本実施例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：８７％
、１０μｍのビーズ：８７％、１００μｍのビーズ：８９％であった。
【００４４】
　　［実施例５］
　実施例５として、実施例１で作製した異物除去装置を用いて、駆動周波数の掃引速度を
共振周波数の変化よりも遅い速度で駆動した例について説明する。
ここで、本実施例による異物除去装置との効果を比較するために、ゴミに類似したポリプ
ロピレン製ビーズを大きさ別に直径１μｍ、１０μｍ、１００μｍの３種類を用意した。
この３種類のビーズを全てガラス板に付着させて、掃引駆動を行った後、光学顕微鏡で撮
影した画像によりガラス板に残ったビーズの数を数えることでビーズの除去率を計測した
。
このとき、低電圧駆動での異物除去性能を確認するために、通常使用する駆動電圧よりも
７割の駆動電圧により掃引駆動を行なった。
掃引する周波数の範囲は、｛（８次の振動モードが発生する周波数）＋（９次の振動モー
ドが発生する周波数）｝／２を中心とする１０ｋＨｚの幅の周波数とし、同相と逆相にて
掃引を一定時間繰り返した。
また、共振周波数の変動速度よりも掃引速度が遅くなるように、掃引速度は同相駆動も逆
相駆動も毎回の掃引時に極大値を持たないように設定した。
【００４５】
　その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したとき
の周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
その結果、振動変位量は極大値を持つこと無く高い振動変位量を維持しつづけ、掃引時の
振動変位量の積算変位量が大きくなった。また、逆相で駆動したときの振動変位量も同様
の傾向であった。
ビーズの除去率を測定した結果、本実施例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：８５％
、１０μｍのビーズ：８５％、１００μｍのビーズ：８６％であった。
【００４６】
　　（比較例１）
　次に、比較例について説明する。
比較例１として、異物除去装置を圧電材料としてチタン酸ジルコン酸鉛を用い、既に分極
処理がされている圧電素子により作製した。
上記圧電素子以外は、実施例１と同様の方法で異物除去装置を作製した。
なお、本比較例では、上記圧電材料にる圧電体は、アルキメデス法により密度を測定した
ところ、密度は７．５×１０3ｋｇ／ｍ3、ヤング率は６６ＧＰａであった。
ここで、異物除去装置の８次、９次の振動モードが発生する共振周波数を知るために、イ
ンピーダンスアナライザーを用いて、第１の電極と第２の電極に対し、同相と逆相それぞ
れの場合で０．５Ｖの低電圧により周波数応答を測定した。
また、振動モードの次数を知るために、レーザードップラー振動計により、ガラス板の長
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手方向に走査しながら、振動変位量が極大値と極小値となる腹の数を数えることで計測し
た。
その結果、同相駆動で周波数３５ｋＨｚにてインピーダンスが極小となり、９次の振動モ
ードが現れた。
また、逆相駆動で８次の振動モードが周波数３０ｋＨｚで極小となった。
【００４７】
　ここで、本発明による異物除去装置と効果を比較するために、ゴミに類似したポリプロ
ピレン製ビーズを大きさ別に直径１μｍ、１０μｍ、１００μｍの３種類を用意した。
この３種類のビーズを全てガラス板に付着させて、掃引駆動を行った後、光学顕微鏡で撮
影した画像によりガラス板に残ったビーズの数を数えることでビーズの除去率を計測した
。
このとき、低電圧駆動での異物除去性能を確認するために、通常使用する駆動電圧よりも
７割の駆動電圧により掃引駆動を行なった。
掃引する周波数の範囲は、｛（８次の振動モードが発生する周波数）＋（９次の振動モー
ドが発生する周波数）｝／２を中心とする１０ｋＨｚの幅の周波数とし、同相と逆相にて
掃引を一定時間繰り返した。
また、本比較例における共振周波数の変動速度は－１ｋＨｚ／秒以上、－１Ｈｚ／秒以下
であった。掃引速度は同相駆動も逆相駆動も１０ｋＨｚ／ｓとした。
その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したときの
周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
実施例１乃至５の結果に比べて、変位量の積算量は小さかった。
本比較例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：７５％、１０μｍのビーズ：７５％、１
００μｍのビーズ：７５％であった。
【００４８】
　　（比較例２）
　比較例２では、上記比較例１と同様の方法で、ただし低周波数から高周波数へ向かって
駆動周波数を掃引した。このとき、低電圧駆動での異物除去性能を確認するために、通常
使用する駆動電圧よりも７割の駆動電圧により掃引駆動を行なった。
また、本比較例における共振周波数の変動速度は－１ｋＨｚ／秒以上、－１Ｈｚ／秒以下
であった。掃引速度は同相駆動も逆相駆動も１０ｋＨｚ／ｓとした。
その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したときの
周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
その結果、実施例１乃至５の結果に比べて、変位量の積算量は小さかった。
本比較例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：７２％、１０μｍのビーズ：７１％、１
００μｍのビーズ：７２％であった。
【００４９】
　　（比較例３）
　比較例３では、上記実施例１と同様の方法で、ただし掃引駆動するときの掃引方向は、
高周波数から低周波数へ向かって行なった。
その時、ガラス板の中心付近で振動変位量が最大となる点で、同相駆動で掃引したときの
周波数毎の振動変位量をレーザードップラー変位計にて計測した。
その結果を説明するための模式図を図４に示す。
駆動周波数を掃引すると共に、共振周波数付近で急激に振動変位量が減少した（図中Ｄの
領域）。
また、実施例１乃至５の結果に比べ、共振周波数よりも高周波数側での振動変位量は小さ
く（図中Ｅの領域）、その結果、掃引したときの積算振動量も小さくなった。また、逆相
で駆動したときの振動変位量も同様の傾向であった。
本比較例でのビーズの除去率は１μｍのビーズ：７２％、１０μｍのビーズ：７２％、１
００μｍのビーズ：７３％であった。
以上の実験結果を表１に示す。



(16) JP 5693081 B2 2015.4.1

10

20

［表１］

【符号の説明】
【００５０】
　１０：異物除去装置
　２０：振動体
　３０：圧電素子
　３１：圧電材料で形成される圧電体
　３２：第１の電極
　３３：第２の電極
　３５：第２の電極面
　９０：フレキシブルケーブル



(17) JP 5693081 B2 2015.4.1

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(18) JP 5693081 B2 2015.4.1

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  伊福　俊博
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
(72)発明者  久保田　純
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
(72)発明者  齋藤　宏
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内

    審査官  槻木澤　昌司

(56)参考文献  特開２００９－０１０７３６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－２６１１７３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－１８２８２８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－３３６７５２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０２Ｎ１／００－２／１８
              Ｈ０１Ｌ４１／００－４１／２２
              Ｂ０６Ｂ１／００－３／０４
              Ｈ０４Ｎ５／２２２－５／２５７
              Ｇ０３Ｂ１７／０２
              Ｇ０３Ｂ１７／２２


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

